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既製品の治療用装具に係る課題について （案）

○ 既製品の治療用装具については、第２回治療用装具療養費検討専門委員会（平成28年8月20日）において、保険者による
療養費に係る支給決定の円滑化に資するため、療養費の支給対象とすることが適当と認められる既製品をリスト化していくこ
とが決定。

○ その後、順次、リスト化を進めるとともに、「療養費の支給対象となる既製品の治療用装具について」（平成28年9月23日保
発0923第3号）を令和4年3月17日に改正し、以下の設定方法により、基準価格を設定。

○ また、同通知では、「リスト収載されていない製品であっても、個別の製品及び事例に応じて、保険者において、療養費とし
ての支給の可否を判断する」とされ、保険者側、義肢装具士側の双方からの「取扱いに差異が生じるため、リスト収載されて
いない既製品装具についても、 「既製品の治療用装具に係る基準価格の算出方法」に準じて、基準価格を設定した方がよ
い」という旨の指摘を踏まえ、第6回治療用装具療養費検討専門委員会（令和4年9月15日）における議論を踏まえ、同通知を
令和4年10月21日に改正、リスト収載されていない既製品装具について、「既製品の治療用装具に係る基準価格の算出方
法」に準じて、基準価格を設定。

○ これらの一連の議論の中で、既製品の治療用装具については、①基準価格のあり方、②リスト収載品目の検討のあり方
等に係る課題が指摘されており、今後、令和6年度改定に向けて、議論を進めていくことが必要。

＜既製品の治療用装具に係る基準価格の算出方法＞

１．基準価格
○ 基準価格は、「Ａ算定式：オーダーメイドで製作された場合における採寸・採型の基本価格（※１）の0.52倍の額（技術料）と仕入価格（※２）の
1.3倍の額（製品価格）を合算した額」と「Ｂ：仕入価格（※２）の２倍の額」を比較し、低い額（ただし、下限額を5,000円とする。 （※３） ）とする。
また、基準価格に5円未満の端数があるときは、これを切り捨て、5円以上10円未満の端数があるときは、これを切り上げるものとする。

※１ 「補装具の種目、購入等に要する費用の額の算定等に関する基準」（平成18年厚生労働省告示第528号）の別表１の購入基準中の「ウ 基本価格」
※２ 厚生労働省が装具業者を対象として行う仕入価格の調査により算出した仕入価格を用いることとしている。

リスト収載されていない製品の場合は、当該製品の仕入価格（税抜）を用いること。
※３ リスト収載されていない製品で、仕入価格（税抜）が1，500円未満の場合は、「（ただし、下限額を5，000円とする。」は適用しないこと。

２．消費税相当分の取扱い
○ 義肢装具士が材料仕入時に負担した消費税相当分を考慮し、オーダーメイドで製作される治療用装具と同様に、療養費として支給する額
については、基準価格の100分の106に相当する額（円未満切り捨て）を基準として算定する。
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既製品装具のリスト収載等検討ワーキンググループにおける検討項目について

① 基準価格の算出方法における下限額5,000円の設定について

② 基準価格の算出における基本価格「採型」または「採寸」の選択について

③ 厚生労働省が実施する、リスト収載を検討する既製品装具の仕入価格の妥当性を担保

するための方法について

④ リスト収載された既製品の治療用装具の基準価格の改定方法について

⑤ WGにおけるリスト収載の検討結果が「収載」とならなかった製品の取扱いについて

⑥ WGにおけるリスト収載品目の選定方法のルール化について

⑦ WGにおけるリスト収載の審査基準の具体化について

１．基準価格のあり方

２．リスト収載品目の検討のあり方

既製品の治療用装具について、ワーキンググループにおいては、以下の検討項目に基づき、

専門的な立場から、具体的かつ技術的な検討を行うこととする。
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